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《第十一回
　
東洋大学公法研究会報告》
非国家主体による「規範」の形成と制度化の研究に向けて――国際法規範の重層化 関する予備的研究――
川村
　
仁子
報告者
　
川村
 仁子
（東洋大学）
報告題
　「非国家主体による﹃規範﹄の形成と制度化の
　　　　
研究に向けて
　　
―国際法規範の重層化に関する予備的研究―」
日
　
時
　
平成二四年四月二六日一八時～一九時半
場
　
所
　
東洋大学第二号館一四階学習指導室
参加者
　
名雪健二、齋藤洋、宮原均
（以上、東洋大学）
、門脇
邦夫
（本学大学院博士後期課程）
、始澤真純
（本学大
学院博士後期課程）
はじめに　
これまでの研究において、報告者は、 「共和主義
（
R
epubli-
canism
）」がもっぱら国内政治思想として、あるいは政治学
一般に解消される形で研究されてきた経緯を踏まえたうえで、これをグローバル政治・国際社会の分析・把握に展開させて、現代グローバル政治における共和主義の意義と役割という主題を設定した。そして、 「現実政治
（
R
eal P
olitics ）」が
支配的な国際関係を、社会学のオートポイエーティック・システム理論によって分析することで
（
1）、理論的・規範的な視座
としての「共和主義」が国際関係において歴史的に果たした意義 役割を抽出し、 「共和主義」が、現代グローバル社会における非国家主体による自主規制の作成過程において果たしうる役割 、そ 現実的可能性の追求を行った
（
2）。
　
今後は、これまでの研究で扱った、非国家主体による自主
規制の研究をさらに掘り下げ、国際社会での規範の重層化関する基盤 として、 「国際法規範性」を理論的・制度的側面から解明する研究 行う予定である。今回は、そのため予備研究として、非国家主体による自主規制が形成された背景、具体例、課題、今後の可能性について報告する。一
　
方法論としてのオートポイエーティック・システム理論
　
現在のグローバル社会は、国家間、地域間といった空間的
な分化の関係によって形成されていると認識される一方で、政治、経済、法等 機能分化した各分野のグローバルな社会の束として理解することができる。このような国境を越えた多次元的な連関と相互作用が生み出されてい 現代のグローバル社会では、優越的で中心的な行為主体は存在せず、政治、経済、法、学術等の機能に分化したシステムが自ら自己再生産的な活動を行い、機能分化システム独自の活動 全体
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として多中心的な社会システムを形成している。ゆえに、多中心的なグローバル社会は、システムの自己再生産的作動を機能的に分析するオートポイエーティック・システム理論による分析に適しているといえ
る（
3）。また、オートポイエー
ティック・システム理論は、元来は生物学の理論であり、ドイツの社会学者であるＮ．ルーマン
（
N
iklas L
uhm
ann ）
が
「生命体の自己産出システムの理論を、基本要素としての細胞をコミュニケーションに置き換えて 直感的かつより一般的に社会的な組織原理に応用したもの」である
（
4）。これは、社
会をコミュニケーションから構成される一つの生命体として捉えるため、従来のシステム理論のように現在の状況を説明する静態的な理論にとどまるものではなく、刻々と変化する状況に動態的に対応できる理論であ 。本研究では、ルーマンの理論を検討し、それ 批判的に継承したＧ．トイブナ（G
unther T
eubner ）
の理論と組み合わせ、グローバル社会の
分析方法として適した理論枠組みを形成す こと より分析する。二
　
非国家主体による自主規制の形成の背景
　
非国家主体による自主規制の現代的な背景としては、①国
境を越えたグローバルな領域での、国家や政府間国際組織以外の非国家主体
（企業、ＮＧＯ
Ｓなど）
の活動の活発化を踏ま
え、国家、政府間国際組織、非国家主体の協力によるグロー
バル・ガバナンスが必要とされている
（
5）、②高度に専門的で変
化が著しいために実定法が未整備な分野
（経済、情報、先端
科学・技術など）
では、公的な法や制度の整備が追い付かず、
非国家主体による自主規制の役割が注目されている
（
6）、という
二点があげられる。　
本来、非国家主体、特に民間の行為主体のグローバルな活
動は、国内の法律により規制されるのが一般的であった。しかし、グローバルな非国家主体がグローバル社会において存在感を増すなかで、グローバルな行為主体によって引き起こされる、あるいはグローバルな行為主体の活動 関係する懸案が現 ようになった。それらを政府間の取り決めや国内での立法によって規制することは困難な場合が多い。そのような国連や政府間国際組織による公的な規制が失敗した分野や追いつかない分野、特に新しい産業等の分野では、各機能分化システムと機能的にカップリングしているグローバルな民間国際組織
が（
7）、自らの活動領域における秩序の維持のた
め、公的な立法過程に頼らず 自主 を行なうよう
り（
8）、
それらがグローバルな自主規制として認識され よ に ったのである
（
9）。特に先端科学・技術は、人類にとって問題解決
の手段となる一方で、二〇一一年の大震災に伴 原発事故のように、国境を越えて直接的に人間 安全を脅かす存在となり得るため その管理・規制が早急に求められる分野でり、非国家主体による自主 数多くみられる。
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このような非国家主体による自主規制の先行研究は、国際
法分野、例えば実務家による手続き規定などの国際経済法分野が中心となって行われている。海外では、パリ第二大学の法学者達によるグローバル・ロー研究がある
（
10）。また、政治学
における国境を越えた民主主義論、国際関係論におけるグローバル市民社会論、グローバル・ガバナンス 、法学におけるソフトローや
G
lobal C
onstitutionalism
とも関連性がある。
三
　
非国家主体による自主規制の事例
　
歴史的には、中世以来の世界的な商慣行や国際仲裁裁判所
の裁決等が存在した
（例えば商人法
jus m
ercatorum
）。現在で
は、国家や公的な国際組織 よる規制が間に合わない分野特に経済、ＩＴ、医療、スポ ツ、先端科学・技術の分野にみられる。　
例えば、第一次世界大戦後、ヨーロッパ 経済・産業の復興
と自由な国際通商の実現のために設立された民間企業世界ビジネス機構である国際商業会議所
（以下
IC
C
:International 
C
ham
ber of C
om
m
erce ）
は（
11）、現在は、国際貿易と投資の促
進、自由かつ公平 競争の原理に基づく経済システムの発展、世界経済を取り巻く諸問題へ 提言を行なうことを目的とした活動を行っている非国家主体である。具体的には、①政府間国際組織
（ＷＴＯ、ＵＮＣＴＡＤ、ＵＮＤＰ、ＵＮＩＤ
Ｏ、ＵＮＥＰ、ＯＥＣＤ、ＥＵ等）
での意見具申／政策提言、
②国際取引慣習に関する共通ルールの形成推進、③国際商事取引紛争に関する情報提供活動、④商事犯罪や海賊事件等に関する情報提供を行っている。ＩＣＣは世界の企業、ＮＧＯＳに対しある程度のコントロールを及ぼすことができる行為主体であり、政府間国際組織での 言を行なうとともに、組織内に自ら専門機関
（仲裁裁判機関、学術的研究所等）
を設け
ている。また、
Social A
ccountability International など他の
非国家主体と提携している
（
12）。
　
情報通信の分野では、
Internet Society
の規範によって、
インターネット・プロットコール
（情報通信の共通言語）
の
進化が管理され、ウェブページの利用に関しては各プロバイダーの利用規約によって、ネ 上で守られるべき規則
（ネ
チケット）
が規定されてい
る（
13）。また、オンライン市場として
多くの人々にネット上での売買の場を提供している
eB
ay
は、
詳細で形式化された利用者規則の提示、売り手と買 手の評価を管理するシステムの提供を行うとともに、
eB
ay
での詳細
な手続のもと紛争解決メカニズムを構築した。また インターネット上のドメイン名とＩＰアドレス 割り当ては、アメリカの民間団体であ ＩＣＡＮＮ
（
Internet C
orporation for 
A
ssigned N
am
es and N
um
bers ）
を基にした民間の非営利法人で
ある、
U
niform
 D
om
ain N
am
e D
ispute R
esolution Policy （
U
D
R
P ）
によって管理されている
（
14）。スポーツの分野でも、具体的な試
合や練習方法や審判方法、フェアプレイや ポーツマンシッ
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プといった理念が、スポーツ団体の自主的な決定や協約によって規制されている。そのようなスポーツ法は、 「①スポーツ当事者と審判また時には観衆に、特殊の権利と義務そしてペナルティ 裁を課するスポーツルール
（
sports 
rules ）、②スポーツルールを理念的に指導するスポーツ法前
提
（
sports legal postulates ）、③一国家の内外を問わず、スポー
ツ活動を目的とする協会・連盟等を組織し の活動を運営するスポーツ団体協約
（
sports organization agreem
ents ）」の三つに
分類され
る（
15）。国際サッカー連盟
（ＦＩＦＡ）
や国際オリン
ピック委員会
（ＩＯＣ）
がそのような、規範形成主体となっ
ている。医療の分野では、世界医師会による医師の義務に関するジュネーヴ宣言や、患者の権利に関するリスボン宣言ヒトを対象とする医学研究の倫理原則に関するヘルシンキ言、 ゲノム計画についての宣言
（
16）、国際医科学評議会によ
る疫学研究の倫理審査のため 国際的指針などが
（
17）、グローバ
ルな規範として 機能を果たしている
（
18）。
四
　
非国家主体による自主規制の課題
　
このような政府や国家間の国際組織以外の行為主体による
自主規制、すなわち、民主主義的決定メカニズム以外からの規範形成に対しては、それらは「法規範」としてとらえることができるのか、その正当性はどこに求められるのか、いった課題が存在す
る（
19）。特に、 「法は国家が作るもの」とい
う国家と法の一体性説の揺らぎのなか、非国家主体、特に民間の国際組織による自主規制の恣意性や作成過程の民主主義的手続きの欠如、実効性への疑問などを理由に、非国家主体による自主規制は「 規範」としては不完全であることが指摘される。　
このような課題を克服するためには、①それらは「国際法
規範性」を有す のか、②それら 「正当性」 どのようにすれば認められるのか、③既存の国内法あるいは国際法規範（国際法など）
とはどのような関係にあるか、または今後どの
ような関係が可能であるのか、という点を理論的・制度的側面から明らかにしなければならない。五
　「国際法規範」としての可能性
　
このように、 「法規範」か否かとい 課題を抱えつつも、
非国家主体による自主規制の役割は大きく りつつある。非国家主体による自主規制が、 「国際法規範」としてその正当性を認められる可能性は、グローバル社会におけ 新たな理論的・制度的な試みと関連してくるだろう。　
法規範性に関しては、現在形成されている自主規制 多く
が、一次規範と呼ばれる行為規範である。根本規範となる二次規範 すなわち一次規範の承認、一次規範の導入・廃止の権限付与、一次規範の変更手続きといったことを定める権限規範、及び一次規範の審査・異議申立てに対応す 規範が形
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成されることで、自主規制の恣意性が制限されるであろう。実際に、環境や人権、グローバル経済法
（
jus m
ercatorum
）、コ
ンピュータ通信法
（
lex electronica ）、国際生命倫理法、国際ス
ポーツ法などの分野では、すでに根本規範や異議申立て機関としての裁判所が設立されつつあ
る（
20）。例えば、先に挙げたコ
ンピュータ通信に関する、ＩＣＡＮＮや
eB
ay
のような機関
による共通の規則や、環境マネジメントに関するＩＳＯ１４０００
基
（
21）
準
、
tha C
oalition for E
nvironm
entally R
esponsi-
ble E
conom
ies, the F
orest Stew
ardship C
ouncil による環境
基準、人権 関しては
Social A
ccountabiluity Standard8000
といった二次規範となるようなグローバル法の形成が試みられてい
る（
22）。スポーツ法の分野では、オリンピック憲章が二次
規範的役割を果たし、国際オリンピック委員会
（ＩＯＣ）
か
ら独立しているスポーツ仲裁裁判所
（ＣＡＳ）が
異議申し立
てを審査している
（
23）。生命倫理法の分野でも、ニュルンベルク
綱領や先に例とし 挙げ 世界医師会宣言が、医療システム内において二次 機能を持っている
（
24）。またこの二次規範
は、社会的憲法論やトランスナショナルな憲法論 も密接に関係してくる
（
25）。
　
正当性に関しては、国境を越えた民主主義的決定メカニズ
ムの新たな形の議論とし 、Ａ．参加型民主主義：情報技術の発展にとも い能動的市民の参加の最大化 目指す Ｂ．審議型民主主義： 「審 」を集団的意思決定に正当性を付与
する必要条件とする、Ｃ．機能的民主主義：情報公開、説明責任、異議申し立ての制度を確保することで正当性を与える、といったものが模索されている
（
26）。もちろん、グローバル
な領域では 国内政治システムのような民主主義的決定メカニズムを設定することは困難であ と指摘されている
（
27）。間接
的な民主主義的決定メカニズムを基盤とする国家間政治や、制度化された政府間国際組織におい も、そこでの的手続の欠如が問題とされている
（例えば、ＥＵにおける民主
主義の赤字 問題）
。そこで、ａ．恣意的な支配からの自由、
ｂ．共通項としての有徳な市民概念、ｃ．共通善 実現のための共同体 形成、といっ 共和主義的原則を適用するこによって、正当性を確保する理論 補完 可能性 期待れる。おわりに　
最後に、非国家主体の自主規制を研究をするうえで重要に
なってくるのが、既存の「国際法規範」との関係である。ＥＵの先端科学・技術分野では、公的な行為主体 間の行為主体の協力による、官民混合パートナーシップ
（ＰＰＰ）
に
よる管理が行われている。例えば、欧州宇宙機関が中心なって進められているガリレオ測位衛星計画は、従来の政府間国際組織と民間 為主体の連携 よるグローバル・ガバナンスのモデルとして捉えら る。先端科学・技術である宇宙
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開発技術の管理・運営構造が、欧州宇宙機関
（ＥＳＡ）
と欧
州連合の代表からなる機関、そして国際入札によって選ばれた企業からなる構造に託されている点が、今まで ない多層的な規範構造の事例となると予想され 。　
また、非国家主体による自主規制が、国家間の公的な法規
範に吸い上げられることで、法規範とし の正当性を確保するような動きも見 。このよう 、非国家主体の自主規制の研究は、国際社会における規範の重層構造の研究をさらに発展させ、今後期待される民間を含むグローバル・ガバナンスのモデルの構築の足がかりとなる 期待できる。
 
〔質疑応答
（敬称略）
〕
　
本報告終了後、質疑応答がなされた。
Ａ「報告に対して何か質問はありますか？」報告者 本研究は法学プロパーではなく、国際法と国際関係論の狭間のような分野に位置します で、用語等もなじみが無いとは思いますが、法学をご専門とされる立場 らご示唆いただければありがたいです。 」Ｂ「方向性は、すごく面白 と思います。私など どちらかというと法学を専門としていますので、発想としては私とよく似て ますが、どうしても法学の分野から見る 、国際関係論はどちらかと言うと社会学的な傾向が強くて、事実をきちんと整合的に説明するために、オートポイエーティック・
システム理論やゲーム理論といった色々な理論を使って説明をしていくと言う意味では、規範と言うものを一つの事実、あるいは要素として捉えて、それに関係するところを研究するのは確かにその通りだと思います。ただ、法学の方からしますと、やはり、
﹃当為﹄
という問題があります。報告の中
でも、
﹃規範性の検討﹄
と言うことで指摘されているのです
が、どうしても﹃自主規制﹄ 言うものと﹃規範﹄と言うものを同じものとして捉えてよいのか、疑問です。
﹃自主規
制﹄は分かりますが、報告者が考える﹃規範﹄というものはどういうものか。現段階でかまいませんので、教えて下さい。 」報告者「ありがとうございます。私が想定す
と
は、ある一定の規則的な行為を導くものです。つまり ある一定の義務的な行為 規則的に導くようなものです。ルールと呼ばれるものを一番大きなくくりとすれば、そ 中で義務的な行為を規則的に導くも として捉えています。一般的な﹃規範﹄
と﹃法規範﹄
は区別されると思います。現段階で
は、
﹃法﹄とみなされることによって、
﹃義務的﹄というとこ
ろがさらに強い意味 持つと捉えています。 それは 単なる規則や原理と った、今までの国際社会論や国際政治学や国際関係論においてよく使われる﹃規範﹄とは区別されます。これまでは、先ほど先生がおっしゃった﹃当為﹄としての﹃規範﹄と言うよりも、ある目的や必要があっ 、そ 必要な行為を促すようなものが中心でし 。 ために規律
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されたものが多かったのですが、そう言ったものではなく、もっと義務的、規則的という点に重点を置いている点が、これまでの﹃規範﹄とは異なります。 」Ｂ「そうすると、法律学の一般的な、法学概論的な発想からすると、一つの行動をすると言う事実 繰り返しに、義務的という性質が加わ てくると 慣習法になる 慣習法の成立要件ですね。法的確信と反復性 言う。ということは ここで報告者が言う﹃規範﹄とは、成文法化されて るかは別として、一種の慣習法 しての﹃規範﹄
というような形をイ
メージしているのでしょうか。 」報告者「慣習法に近い概念ですが、や りこれまで 国際法においては、 の形成主体は国家が中心でした。しかし、本報告における﹃規範﹄は、国家ではなく非国家主体、これまで国際的な領域 は 形成主体とは考えら てこなかったような行為者によって形成されたものです。その性をみるとい 点がこれまでの議論と 違いになり 。 」Ｂ「そうな 、今までも業界の自主 制、業界の申し合わせ事項とい のがあった訳 すよね。 」報告者「はい。 」Ｂ「それも、報告者がおっ ゃったような、一定 行動の方向性を決める のではありますが、す に自主規制にも義務と言う感覚は備わって るのではないでしょうか。義務と言う感覚が付随すると、その規範に違反 た場合に 何らか
の処罰と言うか制裁が科せられます。もちろんそれは、国家による制裁の場合と、社会的な制裁の場合と色々ありますが、とにかく、何らかの制裁が加えられると言うことがありますよね。非国家主体の自主規制の中にも制裁が含まれているのか。その制裁の裏側が、実効性の担保と言うこ にもつながってくると思うのですが、そ あたりはどうなんでしょう。 」報告者「その点を、今後、 による自主規制の﹃法規範性﹄
のなかで検討していきたいと考えています。やは
り、自主規制に対する制裁は 社会的な制裁と言うことにると思うのですが、ただ、やはり実効性 担保＝違反した時の制裁ではありません。むしろ、実効性とは、その﹃規範﹄に則った行為が行われるということだと思います。 う言う意味で、
﹃規範﹄
に違反したときに制裁があると言うのでは
なく、その﹃規範﹄に従うように促すような﹃保証﹄に重点を置いてみていき いと思っています 実効性と制裁を考えるうえでは、国家によ 制裁と言うよりは社会的な制裁 方にな と言うのは確かです。だからこそ、分野ごと 例えば経済界の分野の かでこそＩＣＣのような組織の重要性が認識されるのであって、だからこそ、そ 分野内のアクターにとっては自主規制 えども違反するこ 対する社会的制裁が強くなるのです。ＩＣＣから追い出されるような状況は、経済界では、場合によ 既存の法規範 制裁より
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も、強い実効性を持たせる場合があると思います。そのような点から、制裁と言うよりは規範の保証がどのように確保できるのかという点から考えたいと思います。 」Ｂ「そうする 、今あまり良い例が浮かばないのですが、業界団体で一定の世界的なこ が決まる。いわゆる自主規制ですよね。それは国家が作ったものではな ですよね。でも、国家にしてみれば、自分の国にいる個人や民間企業が世界的な自主規制に従わなければ、当然経済活動ができなくなってきて、経済界の中でいわゆる村八分のようなことになって、流通の中に乗って行けな というこ になるので、そうすと自国の国力や産業力、経済力も落ち し 税金も取れなくなる いうこと ので、自国の法律ではないけれど 、世界的な業界団体が作った自主規制をあえて国内法化すると言うことも起こり得ますよね。それはスポーツなんかの世界も同じで、例えば柔道とかバスケットとか なぜ身長制を導入しなければいけ いのか ですね、そういう形でどんどんどんどん国内法化する。そうすると、義務だとか、実効性の確保だとか、行動の方向性の確保と言うも も 業 の自主規制の段階から、国家がそれを国内法 して取り入れた段階と、さらにそれが、国家間の国際法として取り入 られる段階になって、段階があがればあが ほど基本的には強い担保力が出てくるということが言える訳ですよね。そして 国家が作ったものを法律学では法律と言って、国家間 ものを
条約と言っている訳ですよね。そうすると、今報告者がおっしゃっているのは、国家が法律としてとりあげる前の段階のコードと言いましょうか、規範と言うものを念頭に置いていると言うこ でしょうか。 」報告者「そ ですね。今先生がおっしゃったように、今はまだ﹃法規範﹄ではない規範が、どのように公的な枠組みに吸い上げられて行くのか うのを 公的な の関係でていきたいと思っています。トランスナショナル・ローと言われるものが、その辺りを強く意識して議論されています。ジェサップとかルイス・ヘンキンあたりは、そのような過程がトランスナショナ ・ローの理想の形 あ と捉えています。実際国内法化され ものもいくつかあります。例えば制限的な商慣行の原則がそれに当たります。通常、市場は自由でなければならず、独占的であったり制限的 ることはよしとされない訳ですが 産業が未発達な分野においては、ある程度、 取引を行うと うことが実際に企業間は行われていました。それをアメリカなどは自国の法律や制作の中に吸い上げ、例えば、ロケット分野でバイ アメリカン政策をとったり ていま ＥＵの先端科学・技術分野の例ですと、欧州宇宙機関のプロジェクトに各国が参加する場合、出資金や参加のエフォートが違ってきます。その国のエフォートに従って、そ 国の企業が参加できるとい ようなルールが自主規制 してあ です 、欧州宇宙研究機構
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が欧州宇宙機関になる段階で、設立条約の中にそのルールを取り入れたということが実際おこっています。そのなかで、自主規制がどのように扱われているのかと言うことは、今後各事例を分析することにより検討する予定です。 」Ｂ「今の話だと、オートポイエーティック・システム理論を使うと言うことから出てくるのかもし ませんが、国家による法規範のレベル 、いわゆる条約のレベルと、さらにによ にならないレベルと、連続するもの して捉えている うに感じるのですが。 」報告者「トランスナショナ ・ローを論じているジェサップやヘンキンあたりは、そ ように考えてい のですが、私はそのように、法規範で ない自主規制 段階を経て法規範になっていくような状況だけであるとは捉えて ません。そこまではいかないまでも、社会の中で影響力を持っ 規範があって、 性質がどのようなものかとか、その規範のあり方につい 考えていきたいと思います。 」Ｂ「それはよくわかります。国際関係論から あればそのような味方になるのは当然だと思いますが、法律学の方 見ると、ある世界的な業界団体が自主規制なり かなり義務性の強い規範を作ったりすると、当然その成立規定に色々と問題が出てきます。今、国家と非国家主体と言う分け方をしていますよね。それで非国家主体 方を重点的に見 くと言うことで が、現段階の話だと、そこに主 としての国家が
外せないと思います。どういう意味で外せないのかと言うと、業界団体で色々な規範を作る場合、技術的な規範なら良いのですが、例えばビスの大きさとか、でも、もっと広がって、例えば人権問題 かに広がっていった場合に やはりそれを規制したり制限したりするのは、ある程度の力を持った存在が無ければならない。個人ではとても無理だと。そうすると、国家というものが現段階では一番力を持っていますから、出てくる。そうすると、実は今のお話ですと、国家の作る規範対非国家主体が作る規範と う対立構造が出てく のではないかと思うのです 、そ よう こ どうでしょか。 」報告者「可能性としてはもちろんあ 思います。その点はまだフォローしきれておりませんが それとは逆に、むしろ国家の方が規制が甘い部分を自主規制によって強化すると言うこともできるという理論になります。常 国家に従うといわけではない すし、常に国家 立すると言うよう ものでもない。なんと言いますか、 わゆ 国家が作る な規範とは異 る性格の規範として出てきたことによって、既存の規 どのよ な関わりができるのか。それが 際的な社会秩序においてどのよう 役割を果たす 、また、公的な法規範のみで統治されていた は異なる、新たな統治の形が見えてくるの はないかと考えています。 」Ｂ「だから、やはり研究を遂行するために、そこ 使わ る
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用語として規範と言う言葉は適切かどうか。もちろんそれが分かっているからこそ、タイトルのところで鍵括弧付きの﹃規範﹄
としたのだと思いますが、ただ、今後の研究をス
ムーズに行えるように、鍵括弧付きの﹃規範﹄を表すような用語を作る必要があるのではないかなと言う気がします。 」報告者「そうですね。確かに、龍澤邦彦先生
（立命館大学教
授）
などはトランスナショナル・ローの日本語訳として﹃民
際的な法﹄
という用語を使われています。単に国家権力に
よって形成される法とは区別することが きますね。民のなかには、企業とか特定の主体が入る訳ではなく、多様な主体をイメージしやすいと言う意味 は良いと思います。 れを使っても良いのですが。ただ、トランスナショナル・ローやグローバル・ローと言った用語が 定義されないまま議論だけが進んでしまっていると言うこと あるので、類似概念との区別や分類を ていかなければならない 思いま その過程で新しい言葉 作って説明 きれば一番良いのかもしれませんが、まだそこまで研究が進んでおりません。 」Ｂ「大沼保昭先生は﹃文際﹄と う用語を使用されていますね。 」報告者「文際ですか。それも面白いですね。 」Ｂ「でも、報告者の試みようとしていることはよくわかす。私も国際法学の方から、だいたい同じようなこ を考えています。私が大学院生の時に指導教授にちょっと言ったこ
とがあったのですが、全く理解されませんでした。そんなことやったらクビだといわれたことがあったので。オートポイエーティック・システム理論を使うには、それを動かすための言葉が必要かもしれないですね。 」報告者「そうですね。ただ、オートポイエーティク・システム理論自体もすでに用語が くさんあって、その中でま 新しい言葉を使って説明するとなると、混乱を招 恐れがあります。ただ、オートポイエーティック・システム理論の中では、規範は形式として捉えられて、いわゆる規範未満のもは意味として捉えられると思いま 。オートポイエーティック・システム理論では 社会はコミュニケーションによって形成されると考えます。ただ、その 言うのは三つの選択過程として捉えられま 。一つは何を伝えるのかという情報の内容の選択、次に伝える手段の選択、そして相手側
（コミュニケーションの受け手）
の理解の選択とい
う三つの選択過程として捉えます。形式と言うのは、そこにある規則的なパターン いうものを生み出すものであって、それは規範として捉えることができると思うのですが、そのような情報が加工される基準の段階にあ い もの、いわゆる規範の段階にはまだないようなも を、システム理論では意味として捉えられると思います。 」Ｂ「なるほど。オートポイエーティック・システムは重層的なシステムです ね。 」
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報告者「そうですね。 」Ｂ「重層的と言 点から考えると、さっきのトランスナショナル・ローというのは当てはまりやすいのですか。 」報告者「そうですね。当てはまりやすいですね。分析しやすいと思います。何か一つのしっ りした構造があるのではなく、例えば、国家間による規制と言うコミュニケーションシステムがあって、 れとは別に、政府間国際組織も含めたような規制に関するコミュニケーション・システムがあって、またそれとは別に国家ではない、今まで国際的な規範形成主体としては考えられてこなかった うな主体による規制作りのコミュニケーションがあって、その
3つのシステムが
どういう形で連携しながら、ネットワークを形成し、秩序を維持しようとして動い いるのかと うよう 説明できま 。 」Ｂ「わかります。 」報告者 だ ら、やはりこのテーマの方法論とし オ トポイエーティック・システム理論は利用しや いですね。 」Ｂ「現段階では、報告者が言うように、部品がたくさんあって、それを上手く組み合わせて上手くモノ作りに行く前の、部品を集めたり、合うかどうか検討する段階ですよね。でも、良い部品が集まれば、良い研究にな と思 ます。長期的な研究になるとは思いますし 色々な分野のも を入 なければ らないと思いますが、非常に面白 、賛成できる研究になると思います。 」
報告者「ありがとうございます。 」Ｂ「すいません。私ばかり話して。 」報告者 国際法が民間に適用されるという事例は多くありますか。 」Ｂ「あまり無いですね。 」報告者 確か、テキサコ事件の仲裁裁判所が作られた時に、テキサコに対して国際法に則った判決が出たと言うのをどこかで読んだと思うのですが。 」Ｂ「一般的な話で言 と 国際法が民間企業を含む個人を対象にしている場合には、法規範として適用されますが、そうではない一般的な は、たい い 家を対象にしています。国際法が国内の問題で直接適用されるのは、一つは自動執行条約ですよね。国内法化しなくてもダイレクトに使えるもの、例えば、外交関係、領事関係 関するウィーン条約とかがそれに当たります 、たいてい 国内法化 もちろん、そうじゃない もあります。憲法と条約の関係にもよりますよね。 」Ａ「そうですＢ「ただ、ヨーロッパ地域とアジア地域では違うし、経済分野と違う分野ではまた違ってくるだろうと思うので、おそらく伝統的な言い方 と、個人はあくまでも国際法 客体あって、主体ではないと言うことになりますが、今はそれが混沌とし いる状況として考えて 良いのではないかと思
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ます。そこで個人とは言わずに、報告者が言ったような業界の団体ですとか、国際オリンピック委員会ですとか、というようになると、国家が構成するいわゆる国際社会と言う世界と、国際オリンピック委員会が支配する国際スポーツ世界という世界、というように、色々な世界が重なって、現在の界があるとい 。非常にＳＦ的になります 。そういうような状況 言 ように言っている もいま からね。そういった過渡期にこのような研究が出てくる うのは、必然かもしれないですね。 」報告者「国際関係学 も 社会を一つの社会として捉えるよりは、色々 国際社会の束があって、それをまとめた総称として﹃国際社会﹄と使っているだけであって、国際政治社会もあれば、 経済社会も し、国際教育社会もあと言うように捉えるよ な議論も出てきています。コンストラクティビズムもその流れにありますね。 」Ｂ「その考え方と言うのは、昔、龍澤先生
（前出）
がちょっ
とおっしゃっていた、国家を説明するにあたっ 色々な説明がありますよね。社会契約説といった。その かの政治契約説と同じような発想なのですかね。 」報告者「政治的契約説に近 とは思いますが、完全に同じではありません。理論上は似た構成を っ ますよね。 」Ｂ「なるほどね。 」報告者 やはり、ある一つの目的があって そ に対する契
約と言うか協力があって、そこでネットワークが生まれ、それを一つの社会と呼んでいる。 」Ｂ「と言うことは、国際社会はいくつかの束というような発想自体は、新しいものではない。 」報告者「そうですね。昔 らありました ただ、国際関係論において、いわゆるリアル・ポリティクスと呼ばれるような、国家間には社会なんて存在しなくて、あるのは国家 パワーバランスだけだと考える説も未だに根強 です リアリストのなか は、国際社会など存在しなくて、そこにあるのは国家のパワーバランスによる関係のみだと考える立場をとる学者がいます。冷戦期など いった立場 方が主流派でした。いわゆるバイ・ポーラーシステムでは、二つの勢力の均衡による 際秩序という状況があり、それを実際に見きたということもあって、今でもか り根強い考え方です。そうではな 考え方 古くからありましたが、でも、最近はそういった主流派が、
﹃国際社会﹄に注目しています。 」
Ｂ「今までの理論では、説明できないような なってきたのでしょうね。おもしろいですね。 」Ａ「こういう質問が整合性があるのか分から のですはっきりしな のです 、私たちは規範と言うと法規範、行為規範や組織規範、裁判規範を考え ゃうん すね。それ国家が当然、行為 として○○し さいとか、～してはけませんとか、それを破った場合は 裁判権 って強制さ
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れると、当然強制するための組織としては、組織規範がなければならない。それを、国家と同じように非国家的主体が、そういう行為規範とか裁判規範、組織規範を持っている。そのように思 のですが。 」報告者「もちろん、まったく同じではありませんが、主体も似たよ なシステムを持っています。非国家主体が、自分たちが作った自主規制をいかに担保 のかと言う ころで、やはり国家のシステム 既存のシステムをまねるということはあります。鍵括弧付きですが﹃裁判所﹄のようなものを作る いっ 状況は、確かに、国家というシステムをまねている部分が大きいですね。 」Ａ「それと、規範性のところの社会的憲法論 先ほど報告者は﹃憲法﹄と使ってよ かどうかとおっしゃって ましたが、具体的にど ような議論なの しょうか。 」報告者「この理論は、グローバル・コンスティテューショナリズムともつながります。 ル・コンスティテューショナリズムは、いわゆる﹃万民の法﹄と呼ばれる な、理想主義的な発想なのですが、人類が共通に持つような一つの憲法、人類全体の憲法というのがあるので ないかと言う議論です。その考えを補完するのが、シューリの社会的憲法論というものです。これは、成文憲法であれ 不文憲法であれ、まだ憲法と呼ばれる前の段階の、 原則に成りうるような、社会的なある一定 共通認識を 社会的憲法とし 捉
えるものです。おそらくシューリが参考にしているのは、フランスの憲法学者であるデュギイやオリウの理論で、憲法段階的に発展していくものであるという考えだと思います。憲法の一番初期の段階、憲法と呼べ か呼べないか分からないような段階の原則、でも 皆が の原則を自分の生存にとって重要であると考えるような一つ であるとして捉えるような概念 すね。まだそれが明確にはなって ないのですが、 そのような 定の認識が初期の憲法概念になります。 」Ａ「それは 根本法や基礎法 いった のですか。 」報告者 うですね。基礎法に近いですね。ただ、基礎法と言うほどしっかりとした原則ではない そ にはいきたいが、まだそこまで い いない、ただ、基礎 に成りうるようなものという捉 方をし ます。 」Ｂ「それは憲法になるのですか。日本国憲 とか合衆国憲法とか。 」報告者「いえ。国内社会で憲法と言う 、日本国憲法 ようなものですが、国際社会とか、 わゆるナショナリティ 拘束されない社会において、 のような役割をする規範、原則があって、それをソーシャル・コンスティテューションと呼んでいるんですよね。それを日本語 訳すと社会的憲法となるのです 。ただ 法学 専門とされる先生方は、
﹃憲
法﹄という用語を使うのには違和感があると思います。まだ憲法とは呼べないよう 原則 から。 」
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Ｂ「言葉を使い分けないといけませんんね。今のような﹃共通の認識﹄や﹃基本原則的な認識﹄という感じではなく、例えば、田中耕太郎先生の世界法の理論だ か、ミルコヴィッチの憲法の国際化、国際憲法のような。た あれは国家を前提とした考え方ですからね。そうでは い場合ですから。 」報告者「そうですね。トランスナショナル・ローも国家を前提としたイメージが強いですね。トランス ショナル・ローと、先ほどの大沼先生の文際法とか龍澤先生の民際法もイコールではないので、それをどのように説明するかが今後の課題です。 」Ａ「どうも憲法と言う言葉に引っかかりま よ 」Ｂ「法
（のり）
、掟とか。 」
Ａ「根本立法とかねＢ「おもしろかったＡ「ありがとうございました。 」報告者注（１）
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二一巻二号（二〇〇八年十月） 、一四一―
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